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鉄道における上下分離方式

①上下分離方式とは

▶鉄道における上下分離方式とは、運行や営業を行う「上部」の主体と、
施設の保有や維持管理を行う「下部」の主体を分けること。
▶鉄道事業法において、鉄道事業者は下表のとおり３つに区分され、
「上部」が第二種鉄道事業者、「下部」が第三種鉄道事業者にあたる。

②平成筑豊鉄道における上下分離方式のイメージ

▶平成筑豊鉄道の事業区分が第一種鉄道事業者から第二種鉄道事業者へ
変更となる。
▶下部施設の所有・維持管理が平成筑豊鉄道から第三種鉄道事業者とな
る。

③鉄道事業再構築事業による上下分離方式

▶鉄道事業再構築事業による鉄道の上下分離方式を活用することで、社
会資本整備総合交付金事業の利用が可能となる。
▶この制度・仕組みを活用して平成筑豊鉄道の維持案を検討する。

〇経営が困難となり、又は困難となる恐れがある旅客鉄道事業
〇地方公共団体等と鉄道事業者が共同で事業の計画を作成し、実施
【鉄道事業再構築実施計画】
⇒（目的）当該路線における輸送の維持
（内容）経営の改善、地方公共団体等の支援＋事業構造の変更

（例：上下分離）

鉄道事業再構築事業

国土交通大臣による計画の認定

【地域公共交通再構築事業（令和5年9月22日改正） 】
（目的）
 地域づくりの一環として、利便性、持続可能性及び生産性の高い地域公

共交通ネットワークへの再構築の実現
（要件）
 地域公共交通計画を作成済み
 鉄道事業再構築実施計画の認定を受けている
（交付対象事業）
 駅施設、線路設備、電路設備、信号保安設備、その他必要となる施設

又は設備
（基礎額）
 事業実施に要する費用の1/2

支援措置（社会資本整備総合交付金事業）

（資料）国土交通省資料より整理
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鉄道における上下分離方式

④上下分離方式の比較検討

▶上下分離方式は、事例等によると、所有区分や管理方法によって下表に示す４タイプに分類される。
▶本シミュレーションでは、鉄道事業再構築事業による上下分離方式を行うこととし、その所有区分や管理方法は、標準的であり、事例も多く見られ
る「完全分離型」で検討を行う。
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鉄道維持案（上下分離方式）収支シミュレーション

施設の健全化対策を優先的に実施する場合、初年度の赤字想定額は６億8,000万円が見込まれ、以降
も毎年８億円前後の赤字が想定される。

年度別収支の推移

収支シミュレーショ
ンにおける補助

 国の鉄道軌道安全輸送設備等整備事業及び社会資本整備総
合交付金の活用により、修繕費・検査費と更新投資費に対して、
補助率1/2。

 県の第三セクター鉄道等安全輸送設備等整備事業費補助金の
活用により、修繕費・検査費に対して、補助率2/9。

 鉄道事業再構築事業期間は原則10年以上であり、30年間にわ
たり1/2の国庫補助が継続すると見込む（30年間の途中、地域
公共交通計画等の計画期間・内容等の改訂・見直しが必要）。

※平成筑豊鉄道が行ったあり方検討では、日本銀行が公表している国内企業物価指数を用いて物価上昇率（毎年2.0%上昇）を設定（今
後、最新値に置き換える）。
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